
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

２．資本構成 

【大株主の状況】

補足説明 

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Kozosushi Co., LTD.

最終更新日：2016年9月21日
株式会社小僧寿し
代表取締役社長 森下 將典

問合せ先：経営企画部 03‐5719-6226（代）

証券コード：9973

http://www.kozosushi.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 当社は、株主の皆様やお客様をはじめ広く信頼に応えるため、透明性の高い、より効率的な経営体制の確立に向けて、コーポレートガバナンス
の強化・充実に努めていくことを、基本方針としております。 
 経営理念である「食生活の未来を創造する企業へ」を継続的に具現化し、さらに、株主様・従業員、取引先様など全てのステークホルダーに対 
する満足度を高め、将来にわたって貢献していくため、コーポレート・ガバナンスを重要課題のひとつと認識し、その取り組みを行っております。 

当社はコーポレートガバナンス・コードの各基本原則（１.株主の権利・平等性の確保、２.株主以外のステークスホルダーとの適切な協働、３.適切
な情報開示と透明性の確保、４.取締役会等の責務、５.株主との対話）を、全て実施しております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東洋商事株式会社 4,093,211 13.75

日本証券金融株式会社 838,800 2.81

株式会社ラックランド 677,896 2.27

株式会社ＳＢＩ証券 428,200 1.43

田籠 鶴己 310,000 1.04

井関 清 257,200 0.86

楽天証券株式会社 255,400 0.85

松井証券株式会社 212,700 0.71

片山 道弘 206,400 0.69

テンプスタッフフォーラム株式会社 200,000 0.67

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 12 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

西澤 淳 他の会社の出身者 ○

檜垣 周作 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

西澤 淳 ○

西澤淳氏は、当社の主要株主である東洋
商事株式会社において、平成23年４月に
同社の取締役に就任し、平成24年３月に
同社の代表取締役に就任しております。

外食産業における豊富な経験および幅広い見
識を有しておられ、健全かつ効率的な経営の
推進についてご指導いただけるものと考え、社
外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

檜垣 周作 ○ ―――

外食産業における豊富な経験および幅広い見
識を有しておられ、健全かつ効率的な経営の
推進についてご指導いただけるものと考え、社
外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

会社との関係(2)

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 3 名

 監査役と会計監査人は監査計画等について提案を受け参考にして意見交換を行い、四半期ごとに会計監査人として財務諸表の監査を実施し
た監査実施報告書及びレビュー報告書において報告を受けております。また会計監査人の職務の遂行に関する説明や、監査の品質管理につい
ても説明を受けて確認しております。 
 本決算時に監査役は会計監査人の子会社往査や実施棚卸の実査に立ち会うなどのほか、監査実施結果についても監査覚書において詳細な
監査講評を聴取し意見交換を行ない緊密に情報連携をとり、合理的な監査を実施しております。 
 常勤監査役と内部監査室は、監査の相互補完の観点から、随時、意見、情報交換を行い、連携を密にすることで監査機能を高めています。 
金融商品取引法の改正に伴い、内部統制システム構築、整備をし、全社統制及び各業務プロセスについて、文書化（業務記述書、業務フロ－、 
RCM）し、整備したその運用状況等の評価を内部監査室が行い、情報交換を交えながら体制整備を進めております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

尾崎 富彦 他の会社の出身者

村田 聡 他の会社の出身者 ○

齊藤 隆光 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

尾崎 富彦 他の会社の出身者

外食・小売業界での豊富な経験と幅広い見識
を有しており、これらを当社の監査体制強化に
活かしていただけるものと判断したため。 
当該監査役と当社との間には役員報酬を除い
た特別な利害関係を有しておらず一般株主に
対して不利益とならない公平、公正な業務遂
行を行います。

村田 聡 ○
村田聡氏は、当社の主要株主である東洋
商事株式会社において、平成18年11月に
同社の取締役に就任しております。

企業経営に関る豊富な経験や見識を活かして
、経営全般に対する監督と有効な助言をいた
だけるものと判断したため。 
当該監査役と当社との間には役員報酬を除い
た特別な利害関係を有しておらず一般株主に 
対して不利益とならない公平、公正な業務遂
行を行います。



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

齊藤 隆光 ○ 他の会社の出身者

企業経営に関る豊富な経験や見識を活かして
、経営全般に対する監督と有効な助言をいた
だけるものと判断したため。 
当該監査役と当社との間には役員報酬を除い
た特別な利害関係を有しておらず一般株主に 
対して不利益とならない公平、公正な業務遂
行を行います。

独立役員の人数 4 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

前年度の会社業績（営業利益高）を、報酬テーブルに当てはめ報酬を決定しております。 

平成24年８月14日開催の取締役会において、当社及び、当社子会社の取締役、監査役および従業員ならびに当社加盟店事業主に対し、業績向
上に対する意欲や士気を高め、当社の企業価値向上に資することを目的として、新株予約権を発行することを決議いたしましたが、「新株予約権
の行使の条件」に抵触したため、当該新株予約権の全てが消滅いたしました。 

平成25年11月8日開催の取締役会において、新たに代表取締役社長に就任するものに対して、より積極的に中長期的な当社の業績拡大及び企
業価値の増大を図るため、その意欲及び士気を向上させ株主との利害共有化を図ることを目的として、有償にて新株予約権を発行することを決 
議しましたが「新株予約権の行使の条件」に抵触したため、当該新株予約権の全てが消滅いたしました。 

平成26年11月14日開催の取締役会において、中長期的な当社の企業価値の増大を目指すに当たって、より一層意欲及び士気を向上させ、業績
拡大へのコミットメントを高めることを目的として、当社及び当社子会社の取締役（社外取締役を含む）及び従業員に対し、新株予約券を発行する
ことを決議しましたが「新株予約券の行使の条件」に抵触したため、当該新株予約券の全てが消滅いたしました。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

有価証券報告書において全取締役の報酬総額を開示しております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

取締役の報酬につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、会社業績や役位などをもとにして月額基準を定めた内規を作成し
決定しております。 

サポートは経営企画部が担当しており、取締役会全般にわたる事務手続きを行っております。 
また各種経営情報の適宜報告を行い、取締役の業務遂行が円滑に行われるよう配慮しております。 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 当社は経営の執行と監査機能の分離に配慮した取締役会を運営し、取締役会における経営判断の適正性、適法性を監視する機能として監査 
役制度を採用しております。 

 会社の機関としましては、取締役会、監査役会、経営会議及び事業会議があり、取締役会は重要な経営方針の意思決定機関及び業務執行の 
監督機関として、監査役会は取締役の業務遂行の監査機関として、経営会議及び事業会議は業務執行機関として、各会の機能を分離することで
責任の明確化と迅速な意思決定を行っております。 
1）業務執行、監査・監督について 
 取締役５名で、取締役会は、原則月１回開催の定例取締役会に加え、必要に応じて、臨時取締役会を開催し、情報の共有及び意思の疎通を図
るとともに、監査役が出席して取締役の業務執行の適正性を監視しております。 
 監査役は3名で、原則月1回、監査役会の開催を行い、取締役の業務執行状況の監査を行っております。経営会議は、代表取締役社長、取締
役、関係部門長等で構成されており、具体的方針の決定を行なっております。事業会議は代表取締役社長、取締役、関係部門長等で構成されて
おり、各部門及び子会社の業務遂行のレビューを行っております。 
2）報酬決定について 
 取締役会において、報酬テーブルに従い、役員報酬を決定しております。 
3）会計監査人の状況 
 当社は、赤坂・海生公認会計士共同事務所と監査契約を結び、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けております。その過程で会計上
の課題については、協議しております。 

当社の会計監査業務を執行する公認会計士の氏名は以下の通りです。 
公認会計士 赤坂 満秋  継続監査年数 1年未満 
公認会計士 海生 裕明  継続監査年数 1年未満 

 当社は、取締役会による経営管理、経営会議及び事業会議による業務遂行管理、方針管理・予算統制等の内部統制システムを整備・運営して
おります。 
 また、監査役会による取締役の業務執行監査のほか、内部監査室が内部統制監査を実施しており当社の企業規模から経営監視機能は十分
に図られていると考え、現在のガバナンス体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

電磁的方法による議決権の行使
下記のウェブサイトを利用する事で、インターネットにより議決権行使が可能となります。 

議決権行使ウェブサイトアドレス http://www54.net

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

IR資料のホームページ掲載
URL http://www.kozosushi.co.jp/ir IRリリース、決算短針、株主通信、 
決算広告の掲載 

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部が担当しております。 

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【内部統制システム構築に関する基本方針について】 
基本方針 
 当社は、経営理念「食生活の未来を創造する企業へ」および行動指針「私たちはいつも”安全・安心・健康”を決められたルールの下に表現し、 
笑顔と活気を添えて、美味しい商品を販売します」に適った企業活動を通じ、企業倫理の徹底と合理的且つ効率的で透明性の高い経営姿勢を貫
き、企業価値を高め、社会から信頼と尊敬される企業として安定的かつ持続的発展をめざします。 
 内部統制システムの整備・運用を経営の重要課題として認識し、全社活動として取組み、内部統制体制として「コンプライアンス・リスク管理委 
員会」を設置し、内部統制全般に係るマネジメントシステムの継続的改善を図り、会社法および金融商品取引法等に基づき、以下のとおり、当社 
の業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を整備します。当社は、社会の変化に対応し内部統制の基本方針を常に見直すことによ
り、より適正かつ効率的な体制を実現するものとします。 

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
1）当社ではコンプライアンスを経営の重要課題と位置づけております。 
その徹底のため、「経営理念」「行動指針」等を記載した冊子を全社員に配布し、コンプライアンス意識向上を図っております。 
また、取締役、監査役および幹部従業員のコンプライアンス意識向上を目的として、外部講師による研修を定期的に実施しております。 
2）社長を委員長とし、担当取締役・各部長・子会社取締役を構成員、常勤監査役および当社社外監査役をオブザーバーとする「コンプライアンス・
リスク管理委員会」を設置し、その事務局を内部監査室として、コンプライアンス体制の整備・充実に努めております。 
3）内部通報制度（ヘルプライン）については、「株式会社小僧寿しヘルプライン運用規程」を定め、内部通報者の保護を徹底し、社内における内部
通報制度を確立しております。 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」の定めに従い、文書または電磁的媒体に記録し保存するとともに、取締役および監査役が、 
必要な情報を速やかに入手できる体制を維持します。また、情報の管理については「情報セキュリティ規程」「情報システム業務管理規程」等によ
り対応しております。 

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
1）「コンプライアンス・リスク管理規程」に基づき「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、全社的リスクの把握・対応方法を審議しているほ 
か、部門毎には各部門長がコンプライアンス・リスク管理責任者として当該部門のリスクにあたっております。 
2）大規模な自然災害等甚大な被害が予想される事態が発生した場合は「危機管理規程」に基づき、社長を本部長とする危機対策本部を設置し 
危機に即応する体制を整えております。 

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
1）取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じ適宜随時開催し、経営戦略の指針決定と業務執行の監督を行っております。 
2）経営戦略上の重要案件を十分に審議するため、担当取締役と関係部門長で構成する経営会議を、原則月1回開催しております。 

（5）当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
1）当社は関係会社管理規程に基づき、対象となる子会社の事業運営について、その自主性を尊重しつつ、当社における合議・承認事項および
当社に対する報告事項等を明確にし、その執行状況をモニタリングしております。取締役は、子会社において、不正の行為または法令および当該
子会社の定款、社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場合、代表取締役社長および取締役会
に報告し、あわせて遅滞なく監査役に報告しております。 
2）子会社において、不正の行為または法令および定款、社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実が発見され
た場合、その内容は速やかに当社コンプライアンス・リスク管理委員会またはその事務局である当社内部監査室に報告しております。同委員会 
は、直ちに代表取締役社長ならびに監査役にこれを報告しております。 

（6）反社会的勢力排除に向けた体制 
当社は、反社会的勢力排除に向け、取締役およびその他の使用人の行動基準を明示した「企業行動憲章」において「社会の秩序や企業の健全
な活動に悪影響をおよぼす反社会的な個人・団体には断固たる態度で臨む」ことを掲げ、反社会的勢力とは一切関係を持たないことを基本方針
としており、総務人事部を対応統括部署とし、平素より顧問弁護士等の外部専門機関等との連携を密にするとともに、緊急時における社内通報
体制の整備に努めます。さらに、総務人事部が中心となって社内への注意喚起や研修等の場を通じて反社会的勢力排除に向けた啓発活動を図
っております。 

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、ならびにその使用人の取締役からの独立
性に関する事項 
取締役は、監査役から職務遂行を補助すべき使用人を置くことを求められた場合には、これに対処するとともに、当該監査役スタッフの業務執行
者からの独立性に留意しております。 

（8）取締役および使用人が監査役会または監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 
1）監査役が取締役会、その他重要な会議に出席できることを各規程により定めています。監査役は、主要な決裁を求める書面その他業務執行
に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役および従業員にその説明を求めております。 
2）役員・社員および内部監査部門で得た情報は必要に応じ監査役に提供し、その円滑な職務の遂行に協力します。なお、社長は、定期的に社 
長・監査役ミーティングを開催し、業務の執行状況について監査役に報告しております。また、取締役、部門長および子会社社長は、毎年監査役 
に対し速やかに、業務執行状況報告を行っております。さらに、取締役は、会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事実を発見したときは直ち 
に監査役に報告しております。その他、監査役は必要に応じ、いつでも役員・社員に報告を求めることができることとなっております。 
3）全社的な内部統制における、業務プロセスに係る内部統制不備への対応・欠陥の是正、報告書の作成や「内部監査状況・結果」「法令・定款違
反」「内部通報の状況」等必要に応じ監査役に報告します。 

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
1）代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換し、また、内部監査室との連携を図り効果的な監査業 
務の遂行に努めております。 
2）監査役は、必要に応じ会計監査人および外部法律事務所などと意見および情報交換を行い、効率的効果的な監査を行える体制を確保するも 
のとしております。 
3）常勤監査役を稟議システムにおける確認者と位置づけ、稟議内容を申請中の段階で閲覧可能な状況とすることで、最終決裁の前段階での監
視や不正防止が可能な体制を構築しております。 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（10）財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 
1）当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等に準拠した財務報告に係る内部統制システムを整備・構築し、その
有効性の評価を行い、不備を発見した場合には速やかに是正し改善する体制で運用しております。 
2）財務報告に係る内部統制システムの整備および運用状況は、内部統制システムに精通した担当者が評価するとともに、内部監査部門によっ
て、内部統制の評価に係る業務運営の適正性を検証する体制を構築しております。

基本方針につきましては上記の「内部統制システム整備に関する基本方針」に記載の通りであります。 
 また、社内規定である「企業倫理規程」「社外交流規程」等において反社会的勢力に対し、毅然とした態度で拒絶することを明文化しており、組
織的に対応するとともに、最大限に警察や法律家の支援を得て対応いたします。取引においては契約条文に反社会的勢力排除条項を設けてお
り、反社会的勢力の排除に取り組んでおります。 



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

１.会社情報の適時開示に関する当社の方針
 当社は、株主、投資家の皆様に対して、適時、適正であり透明性、公平性を基本とした情報開示を行うことを、適時開示に係る基本方針としてお
ります。 
 開示判断基準といたしましては、金融商品取引法の諸法令や東京証券取引所の定める「上場有価証券の発行者による会社情報の適時開示等
に関する規則」に則って行うほか、投資家判断に影響を与えると判断した場合には、積極的に情報開示をするように努めております。 

２.適時開示に係る責任者及び担当部署
当社における会社情報の適時開示は、情報開示責任者のもと、経営企画部が担当部署として開示業務にあたっております。また、決算（四半

期を含む）に関する情報につきましては、財務・経理部との連携をとり、内容、時間ともに適切な開示に努めております。 
また、開示情報に対する社内管理は、内部情報管理規程に従って厳重な管理をしております。

３.会社情報の適時開示に係る社内体制の状況
１）決定事実、発生事実 

重要な決定事実、発生事実に関しましては、東京証券取引所が定める「有価証券上場規程施行規則」に従い、情報開示責任者を中心に所管部
署及び管理本部の間で、開示の必要性と内容について検討し、開示が必要な場合には決議機関である取締役会に付議しております。毎月開催
の各部門会議、毎月１回開催の定例取締役会及び必要に応じて行われる臨時取締役会に付議された内容を、充分に審議した上で決定し、遅滞
なく経営企画部による開示、プレスリリース、ホームページへの掲載による開示を行っております。 
 子会社に関しましては、月1回以上の経営会議の開催に加え、経営上の重要な事項に関しては、逐次報告を受けており、決算情報、決定・発生
事実などについて連絡体制を構築しております。 
２）決算情報 
 決算（四半期を含む）に関する情報につきましては、財務・経理部が決算財務数値を作成し、監査法人による監査を受けた後、取締役会におい 
て承認し、決算情報を遅滞なく開示しております。ＴＤnetによる開示、プレスリリース、ホームページへの掲載は経営企画部が担当しております。 


